
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

33,698 30,331 29,555 31,285

32,217

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

○民間の在職者訓練であって、技術や技能を習得・伝承し、地域の生活を支える重要な役割を担っているため、今後の対象訓練生の確

保、訓練実施状況を注視しながら、必要な支援を行っていく。

目標に対

する成果

の状況

○人口減少下において、労働力人口においても今後更なる減少が見込まれる中、中小企業における新規雇用、教育訓練投資の抑制、ま

た、若年層の技能離れなどにより、訓練生の確保が難しい状況となり、目標達成ができなかった。

 概算事業費（B（A）+C）

64,831 57,427 55,935 65,979

2,477 2,477

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

Aの

財源

61,594 60,043

概　算

人件費

0.30 0.30 0.30 0.30

2,477

62,354 54,950 53,458

2,477

34,449 31,263 30,488

合計（A) 68,147 63,502

96人

25年度

25年度25年度

25年度 26年度

当初予算 80,530

補正予算 -12,383 -13,000 -5,941

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

事業内容

認定職業訓練助成事業

補助金・

交付金

認定職業能力開発校の運営費・設備整備に要する経

費に対する補助（国1/3、県1/3）

（単位：千円）　

項目

実施方法

H25事業実績

H25

H26

（当初） （決算） （当初）

課・室 人材育成課

総合５か年

計画

プロジェクト  ６－５－４　誇りある暮らし実現 E-mail

jinzai@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－１信州をけん引するものづくり産業の振興

４人材の育成・確保

事業番号 07 05 02

事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名

認定職業訓練助成事業

認定職業訓練助成事業認定職業訓練助成事業

認定職業訓練助成事業

担

当

課

部局 産業労働部

実施期間 S46 ～

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県でなければ実施不可（法令等義務）

県民との協働による実施： 困難

【左記の説明、根拠法令等】

国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的である

職業能力開発促進法、雇用保険法、同施行規則及び職業能力開発校設備整備費等補助金交付要綱（国）

100人

以上

88人 未達成

未達成2,553人

4,300人

以上

2,627人

100人

以上

4,300人

以上

訓練修了者数

（普通課程）

訓練修了者数

（短期課程）

65,984

合計 65,984 53,458

成果目標の達成状況

毎年減少傾向にある、民間における在職者職業訓練（実施計画・修了者数等）の維持

・訓練修了者数：普通課程100人以上、短期課程4,300人以上

Ｈ25

H26

目標

H24末

（実績）

目標 成果

達成状況

中小企業や中小企業の団体が自ら求める人材の育成を行うことにより、労働者等の職業能力開発の機会を確保し、その内容の充実を図

る。

○民間の在職者職業訓練であって、技術や技能を習得及び伝承し、地域の生活を支える重要な役割を担っているが、産業構造及び雇

用状況の変化等により訓練生が減少している。

○訓練生の減少（普通課程修了者数：H20　191人→H24　96人）により訓練の運営等が難しくなってきており、解散・休止となる訓練実施

団体もある。

74,594 63,502

項目

63,502

65,984 53,458 63,502


